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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

日本企業の企業倫理の取組みは、続発する企業不祥事に対して問題意識もった

行政や経済団体の要請が契機となった。したがって、 1990年代に企業倫理に取組

んだ企業の多くは、経済団体が制定した規範に準拠した行動規範を制定し周知す

る活動が中心であった。  

近年、多くの企業が CSRやステークホルダーを視野に入れた経営を重視している

が、企業倫理・の必要性を認識しつつも、経営の中心課題として取組む経営者は

少なく、企業倫理の取組みにおいては実効性の面で多くの課題を抱えている。  

本研究は、企業倫理・コンプライアンス活動における先進企業の企業倫理の制  

度化に焦点をあて、各社に共通する行動規範と浸透活動の特徴を考察し、企業倫  

理の実効性を高めるための要素を明らかにした。  
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

 

1 .研究事項  

（ 1）  企業倫理の実効性を高める企業行動規範  

日本における企業倫理・コンプライアンス活動における先進企業（リーディング

カンパニー）の行動規範に焦点をあて、各社に共通する行動規範と浸透活動の特

徴を考察し、企業倫理の実効性を高めるための要素を明らかにする。  

（ 2）  「企業倫理の制度化の定義に基づく企業倫理活動」の実効性の考察  

先行研究で定義される「企業倫理の制度化」は、①体系的で明確に記述された倫

理的行動規範の制定、②規範の浸透ならびに遵守を保証する教育訓練の徹底、③

問題の発見・疑問の発生に際しての通報・相談などに即時・的確に対処する専門

部署の設置、④倫理問題担当専任役員の選任、の 4項目である。  

本研究では、企業倫理の制度化を「遵守すべき明確な行動規範の制定」、「行動規

範の遵守活動を推進する倫理専門部署の設置・倫理担当役員の選任」、「倫理教育・

訓練の徹底」の 3項目にまとめ、各項目が（ 1）の先進企業でどのように展開され、

成果を挙げているかを明らかにする。  

 

2.研究計画・方法  

企業倫理・コンプライアンスの活動をリードする先進企業４社の取組みにおい

て、各社の企業活動・行動の基準ともいうべき行動規範に焦点をあて、行動規

範制定と浸透活動において、実効性を高めるための考え方や施策を各社の企業

倫理専任部署にインタビュー調査した。  

（ 1）インタビュー実施企業  

1）富士ゼロックス株式会社  

2）株式会社資生堂  

3）松下電器産業株式会社  

4）三菱地所株式会社  

（ 2）主なインタビュー項目  

・企業理念と「行動基準」の関係  

・「行動基準」の改定・内容で重視したこと  

・「行動基準」の周知活動・倫理教育内容  

・企業倫理・コンプライアンス活動への経営者の関わり  

・企業倫理・コンプライアンス活動の情報公開の重視度  

 

3 .研究成果  

（ 1）先進企業４社に共通する行動規範の実効性を高める特徴  

1）企業理念と行動規範の結びつけ  

４社に共通する特徴は、まず“何のために会社が存在して、会社の社会的使命は何

か”という企業理念と行動規範を結びつけていることである。そして、企業倫理を

単なる「法令遵守」や「不祥事防止」を目的とした活動ではなく、「社会的責任」

を果たしていくための自主的で積極的な活動として位置づけている。  

 

2）遵守すべき明確な行動規範の制定  

行動規範とガイドに共通する特徴は、遵守の主体となる従業員にとって、自分の業

務と結びつけられる項目、内容となっていることである。また、行動規範の制定と

周知にあたり、経営者が企業倫理に取組む目的を従業員に伝え、企業倫理の重要性

を社内外に繰り返し表明している。このような経営者の積極的な関与は、行動規範

の周知と理解を促進するうえで有効であると考えられる。  
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研究成果の概要 つづき  

 

3）行動規範の適用範囲とコミットメント  

近年、グループ企業の不祥事に対して資本関係にある親会社の経営責任を問うケ

ースが増え、連結の子会社を持つ企業には「内部統制」の整備とともにグループ

として遵守する共通の行動規範が求められている。４社においても行動規範遵守

のコミットメントは様々な方式で行われているが、４社に共通する特徴は、誓約

書の提出や署名が最終目的ではなく、行動規範を受け取った人が内容を理解し、

当事者として行動規範に基づいた行動をとることを重視している。  

4）行動規範遵守状況のモニタリング  

４社は、関連会社を含んだ内部通報制度を整備し、通報者保 護を明示するととも

に、行動規範に反する通報だけではなく日常業務で判断に迷う場合にも相談でき

ることを周知している。また、定期的に企業倫理に関する意識調査を実施し、結

果をその後の活動に反映している。４社では、内部通報制度の運営、意識調査の

実施は活動の主体である従業員の声が直接把握できるため、有効なモニタリング

として位置づけている。  

5）行動規範に反する企業行動への対応  

4社のインタビュー調査から、行動規範遵守の実効性を担保 するための重要な要素

として「経営者の判断・行動にぶれがないことが重要である」ことがわかった 。

企業活動上の倫理問題や課題は事業の構造的な問題が関連する場合が多く、個人

や一部門では解決できない。このようなときに重要なのは、経営者が行動規範に

則った判断と行動をとることである。行動規範遵守が原則であり、これに基づく

経営ができない場合は、事業活動そのものを見直さなければならない。  

 

（ 2）「企業倫理の制度化の定義に基づく企業倫理活動」の実効性  

先進企業の制度化は、各項目を着実に実践している。行動規範は、業務に関わる仕

組みや手続きといった目に見えるものを改善するだけでなく 、組織内の悪しき“暗

黙の規範”を止めることで、真に現場で行動規範が遵守され、実効性のあるものと

なる。  

「企業倫理の推進は、企業という組織から強制されて従業員が取組むのではなく、

従業員が企業倫理の必要性を理解し、自ら主体的に企業倫理の実践に取組むように

すること」と言える。換言すれば、「倫理的な価値判断と行動ができる自律した人

材を一人でも多く育成すること」である。  
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